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　我が国は、少子化が確実に進行している。18 歳人口は、戦後「団塊の世代が 18 歳を
迎えた 1966 年にピークである 249 万人になり、その後は増減があったが、1992 年には、
205 万人を保っており、この頃に大学が「受験バブル」を迎えていると言われている。最
近の数年間は、18 歳人口は横ばい状態を保ってきたが、文部科学省によると、2010 年に
減少傾向を強め、2018 年には 117 万になると推計しており、2024 年には 110 万人を切って、
2031 年度にはついに 100 万人を切り 99 万人との予測で、減少の一途を辿るとしている。
　また、少子化が進んでいるにも関わらず、高等教育機関は増え続け、進学率も高い現状
において、高等教育機関は淘汰される時代になった。大学・短期大学を合わせた進学率は










































制大学進学率は 49.40％）、専修学校進学率 21.50％、就職率 18.50％である（文部科学省
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 沖縄県に関するデータを表 2 にまとめた。厚生労働省の賃金構造基本統計調査（2017）



































































































































元に分けて捉え（菅野 2013）、第１の次元である Brand-Based Self-Brand Connection （以







ブランドの結びつきであるとしている。また、第２の次元である Consumer Based Self-
Brand Connection （以下 CBSBC) は、 ｢ 消費者自身が、 個人的体験若しくは社会的な文脈













































いう効果である（Kahneman et al. 1990）。所有効果が起こる原因として考えられるのは、
所有という行為が所有者にとってモノへの愛着を高める為であると考えられているとされ




























































































表 4 最終測定尺度の信頼係数（Cronbach α ） 
筆者作成 
 














































“ パート／アルバイト ” が 66％で一番多く、次に “ 何もしていない ” が 17.3％であった。







第 4 章 調査結果及び分析 
4.1 アンケート集計結果 
アンケート回収結果は、以下で示した通りである（表 5）。アンケート対象は、沖縄県の４
年制大学の在校生及び卒業生としており、20 代から 40 代以上の男女 300 名である（男性
142 名、女性 158 名）。男女⽐率のバランスはとれたものの、年代は 18-29 歳の割合が 83％
以上あり、⽐較的若い年齢層の調査となった。 
 











項目 人数 ％ 項目 人数 ％
性別 雇用形態
　　男性 142 47.3% 　　正社員 28 9.3%
　　女性 158 52.7% 　　契約社員 6 2.0%
年齢 　　派遣社員 2 0.7%
　　18-29 296 98.7% 　　パート／アルバイト 198 66.0%
　　30-39 3 1.0% 　　求職中 9 3.0%
　　40歳以上 1 0.3% 　　働くことが出来ない 5 1.7%
最終学歴 　　何もしていない 52 17.3%
　　大学在学中 250 83.3% 住んでいる場所
　　大学 45 0.2% 　　沖縄県那覇市 54 18.0%
　　大学院修士課程 5 1.7% 　　沖縄県南部 65 21.7%
　　大学院博士課程 0 0.0% 　　沖縄県中部 139 46.3%
最終学歴学校名 　　沖縄県北部 32 10.7%
　　琉球大学 82 27.3% 　　沖縄県外 7 2.3%
　　名桜大学 36 12.0% 　　日本国外 3 1.0%
　　沖縄国際大学 142 47.3% 収入
　　沖縄大学 24 8.0% 　　150万円未満 263 87.7%
　　沖縄キリスト教学院大学 16 5.3% 　　150万円以上350万円未満 23 7.7%
国籍 　　350万円以上550万円未満 10 6.3%
　　日本 298 99.3% 　　550万円以上750万円未満 2 0.7%
　　台湾 1 0.3% 　　750万円以上1000万円未満 1 0.3%







（Goodness Fit Index；適合度指標）＝ 0.937,AGFI（Adjusted Goodness Fit Index；修
正適合度指標）＝ 0.937,CFI（Comparative Fit Index；比較適合度指標）＝ 0.970,RMSEA





いることが示された（BBSBC → BA 0.221**）。また、「CBSBC」から「ブランド・アタッ


















（Goodness Fit Index；適合度指標）＝0.937,AGFI（Adjusted Goodness Fit Index；修正適
合度指標）＝0.937,CFI（Comparative Fit Index；⽐較適合度指標）＝0.970,RMSEA（Root 
















ｶｲ2乗 自由度 有意確率 NFI TLI CFI RMSEA GFI AGFI
全データ 120.428 49 .000 .950 .959 .970 .070 .937 .900
国公立 126.843 49 .000 .887 .901 .927 .117
私立 70.198 49 .000 .950 .979 .984 .049
筆者作成
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